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井上昭ー著『GM—輸出会社と経営戦略一』
橋本輝彦
ー
本稿の目的は標記著作の内容を紹介し，若干の書評をおこなうことである。
本書は著者によると，「GMの通史を縦軸にとり， 横軸として同社の経営
史上，大きな転機となった経済的，社会的な諸問題をとりあげて，それらへ
の対応や戦略について考察するとともに，資本主義，より現実的には現代資
本主義の特質を解明することを意図したものである」（はしがき）。
本書の目次は次のようになっている。
第1部 GM輸出会社とムーニー理論
第 1章 J. D. ムーニーと管理組織論
第 2 章経営組織の生成•発展と組織理論
第3章 20年代初期の GM組織改革とムーニー理論
補論 1 GM輸出会社一ー20年代初期の海外自動車販売ー一
補論 2 GM輸出会社の組織と経営原理
第I部 GMの経営戦略
第1章 GMの労働組合戦略ーー産業別組織会議系組合の成立過程を中心
に一
第2章 GMの価格戦略とプライス・リーダーシップ
第3章 GMの多角化戦略と組織改革
第4章 GMの合弁戦略-NUMMIに限定して
見られるように，本書は大きく 2つの部分からなっている。第 1部はGM
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輸出会社担当副社長であった J.D.ムーニーの管理組織論の特徴の解明とそ
れが生成した歴史的基盤，直接の経営実践基盤を論じている。第2部はGM
の経営戦略について労働組合戦略，価格戦略，多角化戦略，合弁戦略の 4つ
の重要な分野をとり上げている。
本書の著者は1982年に『GM の研究—アメリカ自動車経営史ーー」（ミ
ネルヴァ書房）を刊行している。この『GMの研究」は20世紀初頭から1930
年代に至る GMの創立過程，再編過程， 経営管理体制＝分権管理組織の確
立過程， トップ・マネジメントの確立過程を詳細に解明し，さらに， GM輸
出会社以来の GMの世界戦略の展開を論じた。本書はこうした前書によっ
て展開されたGM経営史研究＝アメリカ自動車経営史研究を発展させ，いっ
そう豊富化した作業と位置づけることができる。内容に立ち入ってみよう。
?
第I部第1章はJ.D.ムーニーの管理組織論の体系を『組織の諸原理』 The
Pr切ciplesof Organization (1947)に即して検討している。 J.D.ムーニー
はA.C.レイリーと共著で1931年に「前進する産業JIOnward Industryを
発表し，それによって企業ばかりでなくあらゆる組織に妥当する組織の一般
理論とそこにおける全般的管理の機能について理論化をおこなったアメリカ
における最初の研究者として位置づけられている。OnwardIndustryは1939
年にムーニーにより ThePrinciples of Organizationとして再版され，さ
らに， 1947年に改訂， 出版されたが， 初版と改訂版に基本的内容の差はな
い。
著者はムーニーの組織についての見方を次のようにまとめている。ムーニ
ーは，組織を「共通目標を達成するためのいっさいの人間結合 (humanas-
sociation)の形態」と定義づけ，「共通目標を追求するにあたって行為の統
一性 (unityof action)を賦与するために，集団努力を秩序正しく配列する
こと」を「調整」 (coordination) と名付けた。調整は「すぺての組織原則
「GM—輸出会社と経営戦略ーー」（橋本） (923)103 
を包摂するもの」，すなわち組織の第一原則であり，「総括的な組織原則」と
いうことができる。「目標達成の成功は調整された努力しだい」であり，「真
の調整は，職務を正しく規定すること (exactdefinition of duties)によっ
てのみなしとげられる」と主張する。そして階層原則 (scalarprinciple), 職
能原則 (functionprinciple)ならびに職能主義のスタッフ局面 (staffphase 
of functionalism)などの諸原則は，それらを媒介して調整が作用する過程
(process)ないし調整を効果的 (effective)なものにするための補助的ある
いは従属的原則であるとみなした (4~5ページ）。著者はムーニー理論の
エッセンスをこのようにとらえ，それをより立ち入って論じている。そして
その上で，ムーニーの理論を「彼以後の……研究に直接・間接の影響を与え，
…•••広くマネジメント理論の精緻化や体系化に資してきた」と評価しつつも，
「それは何ら特定の社会体制を前提せず，ただ人間の集団としての組織が協
業的に営まれている場合のみを想定して，抽象化されたものにすぎないと批
判せざるをえない」 (28ページ）と，論ずる。
第2章はムーニー管理組織論が誕生するまでの経営組織ならびに組織理論
の生成・展開過程をアメリカ資本主義と関連させて考察している。 19世紀半
ばまでの内部請負制度から始まり， 19世紀後半の鉄道業などで開発された直
系式組織， 1880年代以降の F.W. テイラーに代表される工場現場における
職能式組織， 世紀転換期以降の巨大企業における職能部門組織の発展と A.
H. チャーチに代表される職能論的な管理論の生成が歴史的にあとづけられ
る。その上で， 1920年代以降の事業部制組織の生成にあらわれる企業の巨大
化，複雑化と管理機構の複雑化とともに，組織編成の原則や規定を構築する
必要性があらわれ，ムーニーの管理的組織論研究の基盤が形成されてくるこ
とが明きらかにされる。本章は19世紀から20世紀初期アメリカの管理と組織
の生成，発展のコンバクトな整理として有益である。
第3章はムーニーが直接に体験した1920年代の GMの組織改革の本質を
解明し， ムーニーの組織論の直接的な生成基盤を論じている。ムーニーは
1920年代初期の A.P. スローンの下で取り組まれた GMの組織改革の過程
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にトップ・エグゼクティプの一員 (GM本社の経営執行副社長兼 GM輸出
会社の最高責任者）として加わっていた。このGMの組織改革の背景は1920
年代初期の経営危機である。それは無計画かつきわめてドラスチックに推進
されてきた企業統合と拡張の結果，膨大な設備と技術者や管理者を擁するよ
うになり，総括的に「調整」し，統括するための管理機構が欠如していたこ
とに原因があった。スローンの組織再編のねらいは現業部門における自立化
の推進と本社統制機構の強化におかれた。ここに周知のように「分権的事業
部制」が登場するが，この組織改革について，著者は従来の研究が事業部の
自立性へ力点をおきすぎる偏向を批判しつつ，次のように特徴づける。「1920
年代初期の GMの組織改革の真の狙いは，総合本社を設立し， その中央集
権力の強化，つまり統一的な「調整力』を本社と事業部（＝全体と個の垂直
的関係）ならびに事業部相互間（個と個の水平的関係）に行使しようとした
ところにある。 このように， 調整力といった場合， 垂直的な面からと水平
的な面から検討する必要があるが，当時の GMにあっては， 本質的には，
中央集権的あるいは本社主導型であることを看過してはならないのである
(76~77ページ。尚GM組織再編のこうした中央集権化の面は著者の前書で
も既に重視されている）。そして，特に， この「調整」機能を果たした事業
部合同の各種委員会と経営委員会の役割を注33)で詳論している。
そこで， 最後に著者は次のように結論する。「ムーニーの『調整」を組織
の第一原則とする考え方は， GMが外部の経済恐慌と内部の管理的混乱との
相乗的作用で剣が峰に立たされたとき， 総合本社を樹立し， 全社的規模で
『調整と分権化』のバランスをとって組織内の調和・統一を回復しようとす
る努力の過程を，身をもって経験したなかから醸成されたものと結論づける
ことができよう」 (77ペー ジ）。
補論1はムーニーがGM輸出会社担当副社長時代に執筆した論文Selling
the Automobile Overseas ; How General Motors'Export Business Is 
Handled (Management and Administration, Vol. 8, No. 1, July 1924) 
の抄訳，紹介である。著者がこれを抄訳，紹介する狙いはムーニーが今日の
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多国籍企業 GMの萌芽ないし先駆形態をなす GM輸出会社の最高責任者と
して，いかなる経営方針をもって実践に携わっていたかを論及することであ
る。同時に，評者はこれはヨーロッパ，アフリカ，ォーストラレーシア，極
東，南アメリカおよびカリプの 6つの販売部門に分割され，世界の16都市に
支店をもち， 126カ国に卸売業者を有する1920年代初期のGMの海外販売業
務の実態を知る上で貴重な資料であるとも考える。
補論 2 は GM 輸出会社の社長補佐エドガー •W. スミスの講演 "Organi-
zation and Operating Principles" (1930年）を紹介している。著者はこれ
をムーニーの組織論と比較することを目的としてとり上げているが，紹介に
先だって，この講演内容についての著者の理解が示されている。まず，スミ
スが組織原則を人間が集団的に企てるあらゆる行動形態に共通しているとし
ている点で，ムーニーと同じ，誤った類似点をもっていること。また，スミ
スも，ムーニーと同じく，組織原則を調整の原則，階層の原則そして職能の
原則の 3つに分類していること，そして，特に，ムーニーが当時の巨大企業
において本社管理機構のスタッフが重要な役割を果たしていることを詳論し
ているのと同じく，スミスもスタッフの職能上の役割について多くを語って
いることを指摘している。さらに，著者はこの講演内容を 6点に整理し (104
~105ページ），「端的にいえば，スミスは仕事を迅速かつ手際よくなさしめる
手段として『ライン・スタッフ原則』を把握し，さらに同原則について， GM
輸出会社のビジネスの規模，多様性そして範囲の視点から，仕事を成功的に
達成するために発見した唯一の手段であると誇っている」，と指摘している。
以上，第 1部について見てきたが，著者はここで，経営管理理論とその生
成基盤という経営史における最も魅力あるが， しかし，困難な課題に取り組
み，興味深い見解を展開している。特に，ムーニーの組織論の内容を精確に
とらえ，そうした理論がどのような彼の経験した経営実践=1920年代GMの
組織改革の経験から生まれてきたのかを説得的に明らかにしている。ムーニ
ーの理論の研究も，また， GMの組織改革の研究もこれまで多くなされてき
たが，こうした著者のようなアプローチを明確にもった研究はなく，極めて
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貴重な業績といえる。
しかし，ムーニーの組織論のとらえ方について評者の意見を 1つつけ加え
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たい。著者はムーニー理論について先に触れたように「それは何ら特定の社
会体制を前提せず，ただ人間の集団としての組織が協業的に営まれている場
合のみを想定して，抽象化されたものにすぎない」と批判している。この批
判はムーニーの主観的立場に対する批判としては正しいであろう。しかし，
評者はムーニー理論を批判的に研究するのであれば，むしろムーニーの意図
はどうあれ，ムーニーの理論体系がいかに資本制，しかも，現代資本制組織
論という特殊歴史的な性格を帯ているかを明らかにするという視角が必要な
のではないかと考えるがどうであろうか。
?
第1I部は GMの経営戦略を労働組合戦略， 価格戦略とプライス・リーダ
ーシップ，多角化戦略と組織改革，合弁戦略という 4つの重要な戦略分野を
とり上げ，歴史的アプローチから解明している。
第1章GMの労働組合戦略は，産業別労働組合 UAWが GMとの闘い
の中で承認をかち取る過程をとり上げている。まず，著者は「I組合組織化
の前夜」で， 1935年の産業別組合会議 CIOの結成，全米自動車労組 UAW
の結成（当時15彩組織率）と36年の CIO加盟，および組合組織化に政治的，
法的条件を与えた1935年の全国労働関係法（ワグナー法）が制定されたこと，
そして，社会問題にまで発展した1936年 (48件発生）の一連の坐り込みスト
ライキを論じる。
「I組合組織化の展開」では， 1936年末からの GMに焦点をあてた UAW
の闘いを描いている。 UAWが要求していた生産ラインのスビード規制，団
体交渉権などについて全社的話し合いが会社側から拒否されていた不満がう
積していたことを底流に， CIOと UAW幹部によるストライキの組織化の
経過が述ぺられる。また，会社側が全社的話し合いを拒否し， GMの執行責
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任は分権化されているので，地方工場の問題はあくまで各工場単位で解決さ
れるべきだと主張し，坐り込みは「自動車工業を『ソヴェト化』する共産主
義者どもの謀略」という非難や「反ストライキ組織」の利用，労働スパイの
利用などに言及する。
「皿組合の結成」では労使の攻防がビークに達した1937年1月のミシガン
州知事や労働長官が仲介に入っての GMとUAWの交渉経過， 37年2月11
日に UAW側の勝利で合意書が調印される経過を描いている。
以上のように，本章は GMの労働組合戦略が開始される過程を 1936年か
ら37年の CIO,UAWとGMの間の歴史的な闘いの局面に即して明らかに
している。 GMは1920年代までは高い賃金支払率や「厚生資本主義」の制度
によって労働者の不平，不満に対処し，労働組合主義へは弾圧をもって対処
していたのであるから， 1930年代のこの局面は GMの戦略上の一大転機，
それ以降の労使関係，ひいては経営政策の方向づけをした転機という歴史的
位置づけが与えられる。したがって，著者が「このように労働組合が結成さ
れ，労働条件や労働時間などの協約を，個々の工場単位や各事業所単位では
なく，全社的規模で交渉・締結せざるをえない状況に追い込まれたGMは，
組合対策として専門家の育成・専従の必要性に直面した。まさに，この対応
が GMにトップ・マネジメントを確立させる 1つの契機となったといえる
のであり，長期的計画の一環として，合理的な組合対策をとらざるをえなく
させた」 (162~163ページ）と，結論していることは適切である。
しかし，同時に，頑強につっぱねてきた GMが労働組合を承認せざるをえ
なかった背景には，著者も述べているように， 1933年全国産業復興法 NIRA
とそれに続くワグナー法を成立させ，労働組合を容認し，その結成を支持し
たニュー・ディール政策があったが， このことが UAWの運動の性格＝経
済闘争中心主義に大きな影響を与えたと考えられるので（もっとも，この点
は著者も意識されているように分脈上受け取れるが）， この点のいっそう深
い分析が期待される。したがって，著者が「UAWのビジネス・ユニオンと
しての特性がアメリカの当時の労働市場的条件やニュー・ディールの労働政
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策との関係でどのように確立するにいたったか，また先任権制や付加給付の
獲得といったことが組合の体質にどのような影響を与えたか，といった客観
的かつ立ち入った分析については今後の研究課題としたい」という作業の完
成が待たれる。
尚，著者は自動車産業における近年の労使関係についても，注12)で1980
年クライスラーの労働者重役制の導入について，注63)で日本企業の米国進
出地域と「労働権法」の制定州との関連について詳述している。これらは本
論とはそれほど直接的関係はないが，それ自体として興味ある内容である。
第2章 GMの価格戦略とプライス・リーダーシップでは， 著者は価格戦
略に入る前に，「I集中と両極分解」で， 1970年代におけるアメリカ自動車
工業の構造変化を論じている。すなわち，「近年にいたって自動車工業の構造
と本質的部分に基礎的な変化が生じてきた。つまりその寡占状態に多少の変
動がみられ， GMとフォードの 2社による複占といえる状況が顕在化してい
るのである。しかし，もっと決定的には， GMによる独占支配がいっそう昂
進しているといった方が適切であろう」 (177ページ）と言う。そして，クラ
ィスラーの弱体化（海外子会社の売却，財務状態の悪化など）， AMCの動向
(1978年フランス・ルノーとの提携），アメリカ VWの生産開始など GM,
フォード以外のメーカーに言及している。そして，「GMとフォードの独占
同士の闘いもさることながら，独占 (GMとフォード）対非独占（クライス
ラ―,AMCそして VW)の闘いはますます熾烈なものになり，弱小メーカ
ー，とりわけクライスラーと AMCの2社は政府規制の適合，新技術の開発
などを推進しないかぎり，乗用車メーカーとして生き残れなくなる可能性な
しとしない」 (194ページ）と論じる。
さらに「IGMと非自動車部門」では， 著者は非自動車部門の位置づけ
とフリジデア事業部（家電製品）の売却に触れた後，ここでも自動車工業の
構造について次のように言う。「目下のところアメリカ自動車工業は， その
実力に格差があるとはいえ GMとフォードの複占状態にある。 しかし，今
後はフォードといえども GMの資本力，生産力， 販売力の前に屈服せざる
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をえない状態に直面するやもしれず， そうなれば GMの独占的支配力はよ
りいっそう顕在化するであろう」 (199ページ）と言う。
「I 非価格競争と管理価格」では，アメリカ自動車工業における GMの
価格指導制の典型的な例をとり上げている。 (1)1957年型車の場合， (2)1966~
69年型車の場合では GM以外が先に値上げ発表しても，最終的には GMの
価格水準に改訂されたこと， しかも， 70年代半ば以降は GMが価格値上げ
の指導権はもちろん，発表順においてもリーダーシップをとって，他社の追
随を促している様相が詳しく分析される。さらに， (3)1976型車の場合では公
表値上げ幅を抑えるために，標準装備を減らしオプショナル装備を増やすと
いう巧妙な価格戦略を GM,フォードともとっている様相が分析される。
「IV GMの価格政策と標準操業度」では，プライス・リーダーである GM
の価格政策をとり上げ， 1920年代以来ドナルドソン・プラウンによって開発
された方式，投資利益率 (20彩）と標準操業度 (80彩=180日）とを前提とす
る価格設定方式を分析している。そして，最後に著者は次のように結論する。
「生産原価に税引き後20彩という途方もない独占的超過利潤を加えることに
よって消費者を収奪するとともに，アニュアル・モデル・チェンジ政策を採
用することによって資源の浪費， 社会的な無駄を出み生している。／労務費
や原材料費の高騰によるコスト増，非価格競争によって生じた費用の増大，
さらには増税分などについては企業努力によって吸収されることなく，製品
価格の値上げという形をとってインフレーション化を助長し，消費者の犠牲
において処理される。したがって， GMのような指導的企業によって一方的
に設定される管理価格は，独占的高価格による一般大衆に対する収奪を意味
する」 (221ページ），と。尚，注15)(222~231ページ）には1970年代末から
1990年に至るクライスラーの経営危機，再建の過程が詳述されているが，資
料的に有益である。
以上が第2章の概要であるが，評者の意見を 1~2述ぺたい。第 1に著者
のアメリカ自動車工業の構造変化についての理解は概ね妥当している。しか
し， 1990年代初めの時点に立ってみると，若干の問題も含まれている。すな
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わち， GM,フォード以外のメーカーが「生き残れなくなる可能性」はAMC
がクライスラーに吸収され，アメリカ VWがアメリカでの生産から撤退し，
さらにクライスラーが生存可能性を求めて相変わらず苦戦していることとし
て現実化している。この点で著者の理解は適切であった。しかし， GMの独
占的支配力がいっそう顕在化するだろうという予測は妥当していない。そう
なったのは1970年代に既に進行していた日本メーカーのアメリカ市場でのシ
ェアの拡大・進出を十分に考慮しなかったことによるのではなかろうか。第
2に，管理価格についての著者の分析と結論は適切である。しかし，同時に，
長期にわたる管理価格による独占的超過利潤の獲得体制が，製品革新や工程
革新をなおざりにさせ， GMを始めとするアメリカメーカーの競争上の優位
性を掘崩して行くという側面をも問題とする必要があるのではなかろうか。
第3章 GMの多角化戦略と組織改革では 3つの分野をとり上げている。
「I 多角化戦略」では， 1980年代に顕著となった多角化を論じている。著
者はまず，次のように言う。「今日， GMが追求している柱となるべき戦略
の1つは，ハイテク分野を中心に，事業の多角化を展開することにある。そ
の場合に GMは，自社による研究開発もさることながら， むしろ既存企業
の買収，ないしは提携によって多角化を実現しようとしているところに大き
な特色を有している」。「GMの多角化は，何が最終的な目的なのか判然とし
ない面がある。単なる投資かもしれない。しかし，主としてハイテク産業や
エレクトロニクス技術に照準を合わせている点から推量すれば，これらの技
術が自動車づくりに反映されるのは疑いないであろう」 (241ペー ジ）。
そこで， 著者は GMの異業種部門への参入を情報処理システムと航空宇
宙の 2点に絞って検討している。すなわち， 1984年エレクトロニック・デー
タ・システムズ社EDSの買収と， 85年大手宇宙・航空メーカーのヒューズ
・エアクラフト社の買収である。 GMは乗用車． トラック・バス，自動車部
品，電子部品，機械部品，軍需，海外，販売金融，ならびに保険の 9事業に
従事しているが，近年， GMは上記の 2社に代表されるように高度先端技術
の頷域へ積極的に踏み込んでいる。 2000年までに非自動車関連部門は総事業
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の20彩を占める構想である。こうした顕著な多角化の動きによって， GMが
世界最大の「自動車メーカー」から先端技術を集積した世界最大の「多角的
複合企業」へ転身を図ったとみる見方があらわれているが，これに対して著
者は異論を唱えている。「基本的には， GMはやはり，『自動車メーカー』で
あり，大黒柱たる自動車開発・製造面でのコスト削減，時間短縮，品質改善
に資すべき 1つの「手段」として，有機的に，機能的に関連づけ易いハイテ
ク企業を買収しているのだと考える」 (248ペー ジ）， と。 この見解には評者
も賛成である。尚，著者は1980年代の GM:の極めて多くの買収・提携を一
覧表にしてまとめている (249~252ページ）が，資料として貴重である。
「Il GM事業部制の組織改革」では， 1984年に発表された機構改革，すな
わち半世紀以上続いていた基本車種プランド別の事業部を中核とする事業部
制組織体制を改め， 北米乗用車事業を小型車部門 (CPCグループ）と中・
大型車部門 (BOCグループ）の 2部門に再編成する大規模な機構改革をと
り上げている。著者はまず， かつて GMが事業部制を導入した契機を概観
し，導入された事業部制の目的，意義を改めて整理する。その上で，その事
業部制， GMの組織全体に官僚制・硬直化が顕在化するにおよんで組織の改
革にふみ切らざるをえなかった経緯を検討している。スローンが1920年代に
確立した組織体制の基本概念は「全体的統制を備えた分権経営」つまり，
「調整された管理のもとにおける活動と責任の分散化であり，究極的には，
事業部制であった」が，近年，このような事業部制に弊害が目立つようにな
った。著者はその弊害を具体的には，各事業部間の車種のオーバーラップ，
「共食い的競争」，「設計責任と生産責任の分断」，事業部が部品調達，製品計
画，需要予測などを独断で進め，恣意的に基準と目標を設定するため，本社
による事業部の業績評価や統制がほとんど困難であったことなど，を上げて
いる。したがって，今回の改革は「単なる事業部の見直しだけで「能事終わ
れり』とする性格のものではない。本社=GMの全社統一的管理機構の統制
力を再構築するための措置であり，これこそが最大の目的であったといえよ
う」 (265ページ）と述ぺる。
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以上が1984年の GM組織改革についての著者の見解である。 これによっ
て組織改革の意図は明きらかにされていると言える。しかし，評者にはここ
での論述ではこの改革自体がどのように有効なものであったのかは必ずしも
理解できなかった。たとえば，ある論者は， GMの2部門への統合は「屋上
屋を重ねるという結果になってしまった。販売，計画，製造にわたる各分野
で，さらにもう 1つの管理体系ができ上がってしまった。この組織改編は大
失敗で，各部門に残っていた自主性を奪い，各プランドのアイデンティティ
ーを喪失させてしまい，消費者に混乱を与えた」 (AlexTalor m, Can GM 
Remodel Itself?, Fortune, January 13, 1992)と論じているのである。
また， 1984年改革の背景となった事業部制における弊害がなぜもたらされ
たのかについての著者の説明は， 評者には少し分かりにくい。「 5つの独立
企業形態に近い事業部制とはいえ，デザイン，ェンジニアリング，マーケテ
ィングといった重要な企業職能がトップ・レベルにある中央スタッフに実質
的なリーダーシップがあり，その指示のもとに各事業部が動かされていたの
が実情である」ということが，なぜ各事業部間の車種のオーバーラップを招
いたのであろうか。 さらに，「全体的統制を備えた分権的経営」の下で，な
ぜ各事業部の無関連な独断や「恣意性」がうまれてきたのであろうか。
「皿 小型車戦略ー一ーサターン・プロジェクト」では， GMの本格的で，
かつ全く新しい小型車戦略をとり上げている。著者はサターン・プロジェク
トの意義を， GMが製品や製造工程のみでならず，従業員対策やディーラー
関係においても日本車と対抗できる独自の小型車を製造，販売する計画であ
ると位置づけ，コンピュータ化による製品と生産工程の変革，主要部品生産
の組立工場への統合化・集中化， UAWとの協調関係の確立，コンビュータ
ー・ネットワークを活用した独自のディーラー網の整備などについて説明す
る。その上でサターン社は「GMの自己変革の，きわめて重要な実験体であ
る。その成否が GMの生殺予奪権をにぎるといっても過言ではなかろう」
(275ページ）と言う。評者もこの点に同意する。
第4章は GMのトヨクとの合弁事業 NUMMIについて， その成立時の
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環境や背景，提携の目的や動機などを概観している。「I合弁企業誕生の背
景」について著者は次のように言う。 1983年に合意された NUMMIの設立
の背景には日米経済摩擦があった。しかし， 1983年~84年にはアメリカ自動
車業界は驚異的な市場回復をとげていたから，「トヨタにとってGMとの合
弁プロジェクトの意義は，当初の摩擦緩和から部品業者を含んだアメリカで
の自動車生産のノウハウや組合対策の吸収に移ったのである」 (295ペー ジ）。
「1I 交渉経緯と合意内容」では， トヨタおよび GMそれぞれの動機を論
じた後，「要するに， GMとトヨクの合弁事業はまずリスクの小さい共同作
業で出発して将来の単独進出の手掛かりをえたいトヨクの願いと， トヨク生
産方式の神髄を把握し， アメリカ内での生産の活動の活性化を稀求したい
GMの思惑が一致して誕生に結びついたわけである」 (299ページ）とまとめ
ている。そして，合弁事業の内容を明らかにしている。
「皿 労務問題と労働組合」では．著者は NUMMIの操業開始に際して
の UAWとの交渉内容を解明，それは，雇用保障と見返りに組合側が従来
維持してきた労働規制や歴史的成果の譲歩，たとえば職務分類の削減やチー
ム制組立システムの導入に同意し，企業の合理化に協力するものであった，
と言う。そして，このことがアメリカ労働者が築きあげ，確認してきた歴史
的成果――—報酬，待遇，職場や職務に対する一定範囲の裁量権一~などを空
洞化あるいは否定することにつながらないかとの危惧を表明している。
「IV 日本的経営の導入」では，著者は NUMMIの工場が「奇跡」とい
われるほどの実績をあげるようになったことを指摘し，「労使協調を前面に
打ち出し，労働者の「参加』の機会を与える政策，いわば現場重視の日本的
経営が労働者の支持を得ていると評価される」 (307ページ）と述べている。
しかしまた，「雇用慣行などのまったく異なる場所へ日本的経営様式を移植
する狙いは何かを見極め，分析する必要があろう」 (309ページ）という見解
を示している。
「V 生産システムと部品調達」では，部品調達について，機能部品の日
本からの輸入，プレス工場新設によるボディなどの内製化，外部調達におい
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ては GMの部品中継（集荷配送）基地を利用するとともに GMのオーダリ
ング・システムなどのソフトウエア面での結合を図ることなどによって， ト
ヨクのかんばん方式に近づけるやり方がとられてきたことを明らかにしてい
る。また，生産システムについては「職務分類の簡素化にともなって高生産
性と高品質化が実現できると期待される反面，効率的なチームワーク方式の
採用は合理化や人員過剰による人減らしにつながる恐れが多分にある」 (309
~310ページ）ことに留意すべきだと述べる。
以上が本章の概要であるが，ここではトヨク， GMの合弁事業に対する思
惑，合弁事業内容，労使関係への影響などが克明に解明されている。しかし，
著者は「日本的経営」について，「家父長主義的な労使協調とチームプレイ
を基本的な要件とする日本的経営」とか，「労使協調を前面に打ち出し， 労
働者に「参加』の機会を与える政策，いわば現場重視の日本的経営」とかの
表現を用いているが，これ以上の内容を示していない。そのため，著者が言
う「日本的経営」とはどのようなものなのかが評者には分かりにくい。
?
以上，本書第I部，第n部を各章に即してある程度詳しく紹介し，若干の
評を加えてきた。評者はここから多くを学ぶと同時に，いくつかの疑問も提
示した。著者の文章に即してできる限り著者のいわんとするところを理解す
ることに努めたが，思わぬ誤解や誤読もあるやもしれない。そのような場合
にはご容赦願いたい。
いずれにせよ，本書全体を通して言えることは，本書がわが国における GM
経営史，アメリカ自動車経営史の研究に新たな前進をもたらしたすぐれた業
績であることである。そして，そのような成果をもたらしたものは本書全体
を通じる著者の一貫する研究姿勢，すなわち，あくまでも具体的な事実を丹
念に追跡し，それを批判的経営学の視角から克明に分折する中でその本質的
な意味を解明しようという姿勢であると思われる。周知のように，著者はア
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メリカ自動車工業に関わる日々刻々生起している企業活動，経営政策，その
他の多くの出来事を収集し，整理するという作業を20年以上にもわたって永
々と積み重ね，『アメリカ自動車工業誌」として公表してきた。本書の基礎
にはこうした丹念に事実を追う地道な作業がある。評者はなによりもこのこ
とに敬服するとともに，我々が著者から学ばなければならない点であると考
える。
（関西大学出版部， 1991年10月， 320ペー ジ）
